
第２期宮津市空家空地対策計画

◆利活用の促進 ～空家空地を放っておかずに地域とともに活かす～

地域資源である空家空地の利活用の促進
「地域ならではの特色（カラー）が見える空家空地活用」による移住・定住促進へ

地域とともに進める全市域での京都府移住促進特別区域の指定に向けて
■日ヶ谷暮らし応援隊（指定日：令和5年3月22日）
●集落数：5集落 ●R2国勢調査人口：136人（前回調査比△21.8％）
●高齢化率：61.9％（R4.3末） ●空家数：40戸
●10年後の目指す姿：移住者を孤立させず、ケアを行い、地域で応援するとともに、赤ちゃ

んの笑顔があり、子どもらが健やかに成長できる、子育て世代に魅力あ
る地域を目指す／従来の慣習や取組を見直し、 子どもから高齢者までが
話し・笑い・行動し、住民の得意を活かして共に活躍できるコミュニ
ティをつくることで、Ｕターンを中心に移住者に選ばれる地域を目指す
／新規就農者（家庭菜園程度を含む）など、移住者の受け入れを通じて
地域の担い手確保と将来世代の育成を図り、もって地域コミュニティの
担い手不足の解消を図る。

■養老地域会議（指定日：平成29年6月30日）
●集落数：9集落●R2国勢調査人口：769人(前回調査比△12.4％）
●高齢化率：50.0％（R4.3末）●空家数：47戸
●10年後の目指す姿：
・新規就農者をはじめとした移住者の増加
・地域産業おこし、農漁業の担い手の確保・育成
・地域コミュニティの再生
・空家及び農地の活用による移住者の活躍
・地域産業の魅力を生かした特産品の開発

■ふるさと会議世屋（指定日：平成29年12月26日）
●集落数：5集落●R2国勢調査人口：93人 (前回調査比△7.0％）
●高齢化率：53.7％（R4.3末）●空家数：25戸
●10年後の目指す姿（抜粋）：本格的な農業経営志向者や半農半ⅹ的
な新規就農者まで多様な人材を受け入れ／「関係人口」を増やすな
かでUターン移住を目指す／恵まれた景観や風土に依存した伝統的
農法を活かし、都市農村交流やエコツーリズムの場として多面的機
能を発揮させ、景観や風土等の環境に恵まれた魅力を活かした地域
ぐるみでの子育て・教育を積極的に推進。培われてきた魅力的な文
化やコミュニティ、生活スタイル、自然景観を受け継ぎ、将来にわたって暮らし続けら
れる地区にすることを最大の目標とする。

■府中をよくする地域会議（指定日：令和元年9月27日）
●集落数：8集落●R2国勢調査人口：1,567人(前回調査比△8.2％）
●高齢化率43.2％（R4.3末）●空家数：72戸

●10年後の目指す姿：
・新規就農者をはじめ移住者の受入れを通じた地域の担い手
確保と将来世代の育成

・地域資源を活用した体験型観光を推進する地域DMCの安定
運営

・地域ならではブランド産品の開発と定着
・空家及び農地の活用による農業、漁業の担い手不足の解消
・地域コミュニティの活性化

■栗田地区自治連合協議会（指定日：令和5年3月22日）
●集落数：13集落 ●R2国勢調査人口：1,770人(前回調査比△12.0％）
●高齢化率46.8％（R4.3末）●空家数：118戸

●10年後の目指す姿：
・子どもらが健やかに成長し、子どもから高齢者までが
話し・笑い・行動し、共に活躍できるコミュニティを
つくることで、Ｕターンを中心に移住者に選ばれる地
域を目指す。

・新規就農者・就漁者や事業後継者、起業者など、移住
者の受け入れを通じて地域の担い手確保と将来世代の育成を図り、もって地域コミュニ
ティの担い手不足の解消を図る。

■宮津地区内の５自治連合協議会（指定日：令和4年10月14日＋認定日：令和4年3月22日）
●集落数：42集落●R2国勢調査人口：8,410人(前回調査比△7.6％）
●高齢化率：39.1％（R4.3末）●空家数：255戸
●10年後の目指す姿：
・共に創る みんなが活躍する 豊かなまち“みやづ”を将来像に、
将来像に、移住者を受入れ、関係人口による地域の担い手確保
と担い手確保と将来世代の育成を図る

・空き店舗等を活用した起業の推進
・宮津小学校に通う子ども数の維持

□日置地区（未）
●集落数：2集落
●R2国勢調査人口：673人（前回調査比△5.1％）
●高齢化率：49.4％（R4.3末）●空家数：71戸

□由良地区（未）
●集落数：6集落
●R2国勢調査人口：928人（前回調査比△12.4％）
●高齢化率：55.3％（R4.3末）●空家数：91戸

移住促進に対する気運を醸成し、地域の実情にあった地域ならではの特色（カ
ラー）が見える移住定住促進に地域と一体となって推進します。
また、地域自らが取り組む地域の魅力情報の発信やお試し住宅の設置など、地

域における移住希望者の受け入れ活動を支援します。

■吉津地区自治協議会（指定日：令和4年6月28日）
●集落数：5集落 ●R2国勢調査人口：1,486人(前回調査比△6.7％）
●高齢化率：37.3％（R4.3末）●空家数：44戸
●10年後の目指す姿：
・子どもらが吉津っ子として健やかに成長し、子どもから高齢者までが話し・笑い・行動し、
ともに活躍できるコミュニティをつくることで、
Ｕターンを中心に移住者に選ばれる地域を目指す。

・新規就農者や事業後継者、起業者など、移住者の
受け入れを通じて地域の担い手確保と将来世代の
育成を図り、もって地域コミュニティの担い手不
足の解消を図る。

■上宮津地域会議（指定日：平成29年10月20日）
●集落数：6集落
●R2国勢調査人口：926人(前回調査比△15.2％）
●高齢化率：52.8％（R4.3末）●空家数：42戸
●10年後の目指す姿： ・交流人口の増加
・新規就農者をはじめとした移住者の増加
・地域産業おこし、農業の担い手の確保・育成
・地域コミュニティの活性化・将来世代の育成
・空家及び農地の活用による移住者の活躍
・地域産業の魅力を生かした特産品の開発

地域とともに取り組む移住者の受入体制づくりの状況
R5.3.22時点

令和４年度
新規指定

令和４年度
新規指定

令和４年度
新規指定

令和４年度
新規指定

移住者受入・
活躍応援計
画にも認定
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空家への移住促進（定住支援空き家等改修補助）

定住を目的に本市の空家等を購入又は賃借し、修繕又は模様替えを行う者に対し、
その修繕等に要する経費の一部を支援！

〇台所等の水回り改修

〇屋根、外壁の改修

■補助率 1/2 上限額 100万円
（宮津市単独制度）

◆移住促進特別区域内では

補助率 10/10 上限額180万円
（京都府制度の活用により）

養老地区、上宮津地区
世屋地区、府中地区
※R4から吉津地区

宮津 上宮津 栗田 由良 吉津
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年齢別では、30代、40代で全体の約４割を占めており、
定年を迎える60代も2番目に多い状況

（60代）

（40代）
（30代）

（10代）

（10代未満）（70代以上）

（50代）

（20代）

空き家等情報バンクを利用したＵＩターン者の状況

※空き家等情報バンク利用登録者の情報から算出した数値。宮津市全体の数値ではない。

3

※定住実績（H23〜R4 12年間）︓154世帯 298人

25世帯

16世帯

18世帯
14世帯

13世帯

1世帯1世帯

12世帯
14世帯

12世帯11世帯

単身世帯
41.8％

家族世帯
（未成年含む）

27.0％

家族世帯
（未成年含まない）

31.1％

17世帯
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移住定住に向けた総合案内窓口（移住コンシェルジュ）の設置について

基本的な機能
○移住に係る情報の集約（地域情報、物件情報、仕事情報等）及び
定期的な情報発信

○移住希望者の要望ヒアリング、情報の提供、相談対応等による伴走支援
○地域の移住者受入体制を整えるための課題へのアプローチ など

移住
コンシェルジュ

地 域
関係人口

（宮津出身者
宮津に興味のある方
将来の移住候補者 等）

移住希望者

前尾記念
クロスワークセンターMIYAZU

物件情報
（空き家バンク、民間

不動産物件等）

物件情報
（空き家バンク、民間

不動産物件等）

地域情報
（地域の特徴、文化、

しきたりなど）

地域情報
（地域の特徴、文化、

しきたりなど）

仕事情報
（ハローワーク、
ジョブパーク等）

仕事情報
（ハローワーク、
ジョブパーク等）

相 談 案 内
地域とつなぐ

相談、情報提供
情報発信
地域に来る
仕掛け

場 所

※「空き家バンク」については、引き続き宮津市で管理・運営



移住者受入・活躍応援計画について 

 

【概要】 

 ・「京都府移住の促進のための空家及び耕作放棄地等活躍条例」に基づくもの。 

・移住促進特別区域のうち、市町村が地域の特性に応じて行う移住促進や移住された

方が活躍できる地域づくりにつながる事業について計画を作成した場合、この計画

を「移住者受入・活躍応援計画」として京都府が認定するもの。 

・京都府は、認定を受けた市町村事業や計画の実施に関わる事業者に対して、以下の

支援を行う。 

 

【計画を策定した場合の支援】 

 ○交流の拠点整備や活動の支援 

   市町村が、移住者や関係人口等が交流し活躍するための拠点等を、認定計画に

基づいて区域内で整備し、移住促進を図るための事業を実施する場合のハード・

ソフト事業を支援。（市町村からの地域事業者への間接補助も含む） 

   《補助金最大》ハード 2,000 万円（府 1/2、市町村 1/2） 

          ソフト 500 万円（府 1/2、市町村 1/2） 

   ※宮津市からの間接補助の補助率は、現在調整中。 

○不動産取得税の軽減 1/2 軽減 

   認定計画に沿った事業を実施する事業者が、当該事業に活用するために登録空

家を購入する場合、不動産取得税を軽減。 

 

【移住特別区域との関係について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「移住促進特別区域」の指定 

【特区指定による支援】 

 ○ 移住者への支援 

  ・空家改修等の支援 など 

■ 市として実施すること 

 ・移住者・地域への支援 

 ・地域の魅力、情報発信 

 ・空き家バンクの運営 など 

■ 地域として実施すること 

 ・移住者受入への機運醸成 

・空家の掘り起こし 

・関係人口づくり など 

協働 

 ○ 地域への支援 

  ・移住者受入体制づくりのための支援 

  ・地域交響プロジェクトによる支援 など 

   

「移住者受入・活躍応援計画」 

【概要】移住促進や移住された方が活躍できる地域づくりにつながる事業の実施 

■ 活躍できる拠点の整備（ハード） ■ 活躍できる活動の実施等（ソフト） 

  

「移住特別区域」の取組を促進させるために実施 

宮津地区における移住者受入・活躍応援計画について（R5.3.22認定） 

 

■ 計画の位置づけ 

  宮津地区については、既に拠点（前尾記念クロスワークセンターMIYAZU）が設置

され、地域と連携しながら関係人口づくり等の取組を進めるなどの基盤が存在する

ことから、「当該拠点のさらなる活用」を図るためのソフト中心の計画としているも

の。 

 

■ 計画名称 

 “まちいなか”エリアを核とした「若者に選ばれる」まちづくり計画 

 

■ 目 標 

  関係人口創出拠点（前尾記念クロスワークセンターMIYAZU）を核とした、移住者

や地域住民等「若者」が集い「コト」を創発する新しいコミュニティが生まれるま

ちづくり ⇒ これらの取組により、「若者に選ばれるまち」を実現していくもの 

 

■ 計画期間 

令和 5年 4 月 1 日～令和 8年 3 月 31 日（3 ヵ年） 

 

■ 計画の概要 

 ◇ 拠点施設 

   前尾記念クロスワークセンターMIYAZU 

 

 ◇ 計画事業内容 

  ① 空家の活用に関する事業 

   ○ 移住促進住宅整備事業（空家改修の支援） 
 

  ② 移住者等が活躍できる環境の整備に資する事業 

   ○ 若者受入促進事業（滞在拠点の整備等） 

   ○ 新婚・子育て支援事業（結婚・子育て世帯へのすまい確保支援） 

 新 ○ U ターン・孫ターン促進住宅整備支援（孫ターン等に向けた住宅改修支援） 

 新 ○ 若者定住促進住宅整備支援事業（つつじが丘団地新築支援） 
 

  ③ 移住者等と地域住民との交流の促進に資する事業 

    ○ 地域の魅力発掘・発信事業（地域の魅力発掘等） 

    ○ キャンパスライフ事業（高等教育機関と市内高校との連携等） 

 

  ④ その他移住を核として地域の活性化に寄与する事業 

    ○ 移住コンシェルジュ事業（移住コンシェルジュサービスの実施） 

 

 ◇ 関連事業 

 新 ○ 未利用の空家の流動化を促進するための取組み  

    所有者の空家活用意識を高めるための「空家利活用モデル」の構築 

 



（単位：千円）

国庫支出金 府支出金 その他 一般財源

5,000 2,000 7,000

国 5,000

府 2,000

テーマ別
戦　　略

施策分野

R3 R4～R13

期　待
される
効果等

担当部署 1

令和5年6月定例会　　　　　令和5年度6月補正予算【追加提案分】　事業等説明資料【一般会計(第3号)】

事業名
空き家の利活用促進と子育て世帯へのすまい確保支援の充実
～若者が住みたい、選ばれるまちづくりに向けて～
（定住・空き家対策推進事業）

充実 補正予算額
財　　　源　　　内　　　訳

市　債

背景･経緯

H23.9：みやづUIターンサポートセンターを設置
H24.4：移住者に対する空家改修補助制度を創設
R03.4：多子世帯に対する支援制度を充実
R05.4：結婚・子育て世帯へのすまい確保支援の充実
　　　　・結婚世帯への家賃、引越費用への支援
　　　　・子育て世帯への住宅リフォーム支援

14,000

(参考)補正後予算額 　特　定　財　源　の　内　訳

29,000
デジタル田園都市国家構想交付金

移住促進事業費補助金

補正理由
及び

目的･目標

　市内に多数存在する「空き家」を資産と捉え、空き家の利活用促進によるすまい確保を
図るとともに、定住促進に向けた宅地分譲地「つつじが丘団地」の利活用を進めること
で、「若者が住みやすい、選ばれるまち」に向けた取組を推進するもの。
（京都府「移住者受入・活躍応援計画（宮津地区）」の採択等に伴うもの）

(参考)前年度予算額

－

・住環境の充実による移住・定住者の増加

【総合計画テーマ別数値目標】
・人口　R元 15,202人 → R7 15,450人
・宮津に住み続けたい人の割合
　　R元 61％ → R7 80％

企画財政部　企画課
移住定住・魅力発信係

 45-1609

事業概要

総計重点
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 若者が住みたいまちづくりプロジェクト■ まちなか空き家の利活用促進に向けた活用モデルの構築　10,000千円

　　未利用の空き家の利活用の促進による「すまい確保」につなげるため、２つの「空き
　家活用モデル」の構築を支援し、空き家の利活用の推進につなげるもの。

　○ 空き家活用モデルの概要
　　① 空き家優良活用モデル事業
　　　空き家を活用した優良な活用事例モデルの構築
　　② サブリース方式を活用した空き家活用モデル事業
　　　サブリース方式の普及に向けた活用事例モデルの構築

　○ 支援額（上記➀、②それぞれの支援額）
　　　1/2補助（上限：5,000千円）

　○ 募集方式
　　　公募型プロポーザル方式

■ 子育て世帯への「つつじが丘団地」新築支援　4,000千円
　　定住促進に向けた宅地分譲地「つつじが丘団地」での子育て世帯向け新築支援を創設
　し、子育てしやすい環境づくりを推進するもの。
　　・対 象 者　　子育て世帯
　　・対象土地　　つつじが丘団地の分譲地（市保有地）
　　・対象経費　　住宅建築に要する経費
　　・補 助 率　　1/2（上限2,000千円）

住みたい、住み続けたいまちづくり

移住・定住促進

【宮津市総合計画以外の計画】 

第２期宮津市空家空地対策計画



未利用の空家の流動化に向けた活用モデルの構築について 

■ 空家に係る現状について 

 

 

 ② 空き家バンクの状況について 

 ○ 空き家バンク登録数（R5.4 現在）  28 件（空家総数の約 3.5％） 

 

 ○ 空き家バンク登録物件の内訳と移住希望者の希望物件の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※ 出典：空き家バンク利用者登録の利用意向調査結果（R02～R04 年度集計） 

35.7%

64.3%

購入希望 賃貸希望

69.0%

31.0%

売却物件 賃貸物件

空き家バンク登録物件 移住希望者の意向（※） 

移住希望者のニーズは「賃貸物件」が大半だが、空き家バンクは「売買」が大半

であり、ミスマッチを起こしている状況 

 ○ 空き家バンク登録物件の状態（R4 年度の既登録物件） 

 

 

③ 空き家バンクの利用者登録と空き家バンク活用の状況 

 ○ 空き家バンク利用希望者 R04 新規登録者数 ： 61 件 

 ○ 空き家バンク活用した者 R04 移住者    ：  4 件 

   ⇒ 空き家バンク利用希望者のうち活用できた率 ： 6.6％ 

 

④ 不動産取引に係る調査結果 

 ○ 建築着工統計調査（※） 「賃貸」の新規着工件数：年平均 9.5 戸 

  （綾部市：55.4 戸、京丹後市：57.3 戸、与謝野町：12.3 戸） 

  ※ 出典：国土交通省建築着工統計調査（H24～R3） 

 

⑤ 不動産事業者へのヒアリング結果 

○ 賃貸物件の状況 

  ・市街地では、ほとんどの物件が埋まっている（空き部屋がほとんどない） 

  ・賃貸物件の建設も他市町と比べて少なく、供給が少ない 

 ○ 土地取引の状況 

  ・市内の土地取引はあまり動いていない状況 

・ほとんどが地縁取引であり、市外方への売却はほとんどない（流動性がない） 

 

⑥ 事業者の声（市内の複数の事業者の声） 

    空家を取得＋リノベーションを実施し、賃貸住宅やゲストハウスへ改修して

いるが、空家の情報がなく、物件を探しているので紹介してほしい 

  

17.9%

3.6%

78.6%

すぐに住める 電気設備等の小修繕 手を入れる必要あり

「すぐに住める家」は全体の約 2割しかない状況 



■ まとめ 

 ○ 物件そのものが少ない状況 

  不動産流通量が少なく、市場の物件が少ないことに加え、空き家バンク登録物件

も少なく（空家全体の約 3.5％）、物件そのものが少ない状況 

 

 ○ 「すぐに住める家」が少ない状況 

  空き家バンク登録物件は、かなり手を入れなければ住めないような物件が多く、

「すぐに住める家」が少ない状況 

 

 ○ 利用者ニーズとのミスマッチが発生 

  移住希望者のニーズの高い「賃貸物件」が少なく、ミスマッチが生じている状況 

 

 ○ やる気のある民間事業者が存在するものの情報が伝わっていない 

  所有者と事業者の情報の流れを改善することで民間ベースでの実施が可能 

  

今回は、②、③に対する対応として 

「空き家活用モデル」を構築し、 

普及につなげていくもの 

■ （仮説）空家の活用を進めるうえでの課題分析と対応策の検討 

 ① 地元へのしがらみ（近所に迷惑をかけるなど）により活用をためらっている 

   （対応策） 

    ・地域ぐるみでの空家の掘り起こしと地元から所有者への連絡 

 

 

 

 

      【地域からの空き家所有者への連絡＋地域の意識醸成】 

 

 ② 活用の仕方がわからない、空き家に価値があると思っていない（あきらめ） 

  （対応策） 

    ・活用モデルの見える化＋活用事例の発信 

 

 

 

 

                   【活用事例の見える化】 

 

 ③ 所有者と利用者が抱えるリスクに対応できず賃貸化が進まない 

  ○ 所有者側のリスク 

   ・改修負担が重荷 

   ・借主とのトラブルが不安（滞納や修繕リスク等） 

   ・知らない人に貸すのが不安 

  ○ 借主側のリスク 

   ・地域に定着できるか不安 

   ・購入負担が重荷 

  （対応策） 

   ・所有者と利用者との間に介在する中間事業者の活用（サブリース） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

売却希望 

（賃貸には二の足） 

賃貸希望 

所
有
者 

利
用
者 

○ 中間事業者の役割 

・空家の一括借上 ⇒ 改修の上転貸（改修費は家賃で回収） 

○ それぞれのメリット 

 ・所有者 … 貸主とのトラブル回避、費用負担減、資産価値向上 

 ・利用者 … すぐに住める、所有のリスク回避、費用負担減 

 ・中間事業者 … 収益確保 

一括貸付 

家賃（低廉） 

貸 付 

家 賃 

中間事業者 



空き家活用モデル事業における「主な公募条件等」について 

【事業趣旨】 

  市内に多数存在する「空き家等」を資産として捉え、未利用の空き家等の利活用

の促進による「すまい確保」を図ることを目的に、空き家等の優れた活用モデルを

構築するとともに、それを広く発信することにより、空き家等の利活用の推進につ

なげるもの。 

【共通項目】 

 ○ 対象地域 

   宮津地区内（市街地エリア） 

 

○ 対象となる事業 

   次の用途に概ね 10 年以上利活用するため、空き家を取得又は賃貸し、「住宅」

の整備を図るための必要な改修を行う事業 

 

   ① 移住者等向けの賃貸住宅 

   ② 移住者向けの賃貸住宅で、自らの生活拠点を確立するまでの一時的な居住

の用に供するもの 

   ③ 二地域居住、多地域居住等を実現するための住宅 

   ④ シェアハウス又は寄宿舎 

   ⑤ その他空き家の利活用を促進する優良な取組みのモデルとなる住宅 

 

 （対象とならない事業） 

   ① 個人住宅の改修（事業を実施した者が自ら居住するための住宅） 

   ② 売却を目的とした住宅の改修 

 

 （その他） 

   店舗併用住宅については、住宅部分については補助対象となるが、店舗部分に

ついては対象外（店舗部分について、他の補助制度の併用は可能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 考え方 

 あくまで「移住定住」に向けた「すまいの確保」を目的としているため、「住

宅」を基本とし、店舗等の活用は対象外とする 

 

一方で、「移住定住」につながる取組みは、移住希望者の段階に応じて様々な活

用が考えられるため、「お試し住宅」や「二地域居住」なども対象に加えるなど、

対象は柔軟に対応することとしたもの 

 ○ 補助対象となる建築物の要件 

   ① 戸建て住宅、長屋住宅、集合住宅その他の建築物で、現に人が居住せず、又

は使用していない建築物（概ね 1 年間） 

   ② 市ホームページへの掲載、市の広報等において事例として紹介することに

ついて建築物の所有者等及び当該補助金を申請する者が了承していること 

   ③ 空き家等の利活用について、当該空き家等が所在する場所の自治会に報告

していること 

   ④ 当該補助金のほかに、当該補助金の対象工事と同一の部分に対して国又は

地方公共団体から補助を受けて工事を行っていない建築物であること 

   ⑤ 建築基準法その他の建築に関連する法令に照らし、適当と認められる建築

物であること 

 

 ○ 補助対象経費 

   建築物の改修に係る経費（取得費については対象外） 

 

 ○ 応募資格 

   次のいずれかに該当する者で、（ア）から（エ）の要件を満たす者 

   【対象者】 

    ① 個人事業主 

    ② 中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第 2 条に規定する中小企業者 

    ③ 特定非営利活動法人 

    ④ 地域活動団体 

 

   【要 件】 

    （ア） 市税等の滞納がないものであること 

    （イ） 補助対象建築物の所有者等の同意を得ていること 

    （ウ） 補助対象建築物を 10 年以上管理し、活用し、及び運営することがで

きるものであること 

    （エ） 補助対象者が個人事業主である場合はその者、補助対象者が法人であ

る場合はその役員が宮津市暴力団排除条例（平成 24 年宮津市条例第

20 号）第 2条第 1号から 4 号までに掲げるものでないこと 

 

 

 

 

 

 

 

■ 考え方 

 モデル構築後の「情報発信」や「普及」を図る観点で、「個人」は対象外とし、

「事業者等」を対象とするもの。 



 ○ 補助率等 

   補助対象経費の 2 分の 1 

 

 ○ 補助上限等 

   補助上限 500 万円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 補助金の設定に当たって考慮したいこと 

 「個（住宅そのもの）」としての魅力アップ＋「面（まちなみ）」としての魅力ア

ップの 2 軸を誘導するための補助制度としたい 

 

■ 上記を達成するための補助制度のあり方 

 ① 上乗せ補助方式の導入 

   ・基本補助上限 350 万円 

   ・周辺とのまちなみの調和に係る加算 150 万円  

（イメージ） 

  「個」…物件固有の魅力アップ分【補助金：350 万円】 

  「面」…周辺の街並み景観に合わせるなど、街の魅力向上に資する部分 

【補助金：150 万円】 

 （課 題） 

   市街地区域については、景観の基準となる「界隈景観まちづくり協定」が存

在しない中で、加算方式とする場合の基準が不明確であり、加算の有無の判

断が困難 

 

 

 

 ② 審査項目での加点方式の導入 

   公募に係る審査項目に「周辺景観との調和」の項目を設け、周辺景観との調

和を審査会で審議し、上位を採択する方法 

 （事 例） 

   旧公設市場の利活用に係る民間事業者の公募に際して、審査項目において

「周辺環境との調和」を導入し、周辺の街並みとの調和を加点方式で審査 

 （具体の運用） 

  ○ 公募条件において、「周辺の街並みとの調和を図ること」を要件に入れる 

  ○ 「市街地における街並みの状況（特徴）」を公募要項に資料として添付し、

街並み景観との調和を図るデザインを促す。 

 ○ 参考（優良な空家活用モデルのイメージ） 

  ○ 空き家イメージを覆すようなオシャレな内装改修（外観は周辺の街並みと調

和するデザイン） 

  ○ 脱炭素、再生可能エネルギー活用、省エネ住宅等のトレンドを踏まえた改修 

  ○ 周辺の街並みや地域と調和した住宅への改修（城下町ならではの町家など） 

  ○ 大きな空き家を区画割し、集合住宅のように活用する改修 

  ○ 複数の住宅を合体し、共同住宅として活用する改修 

  ○ DIY などの新しい手法を用いた改修 など 

 

 ○ 審査方法 

   書類審査を踏まえ、プレゼンテーション方式による審査を実施 

 

 ○ スケジュール等について 

   ① 応募締め切り    7 月末頃 

   ② 書類審査      8 月上旬 

   ③ プレゼンテーション 8 月下旬 

   ④ 採択決定      8 月末頃 

   ⑤ 工事着手      9 月～ 

   ⑥ 実績報告      3 月 

 

 ○ その他の条件（情報発信等） 

   ① 内覧会等の情報発信の取組みを行うこと 

   ② 本事業の取組みや活用状況等を継続的に情報発信すること 

   ③ 市が主催するモデルプロジェクト報告会（仮称）で事例発表を行うこと    

   ④ 市の広報等において事例として紹介することに協力すること 

   ⑤ 本市又は関係機関の取材等に協力すること 

 

 

 

  

■ 考え方 

 構築した「空き家活用モデル」を周知し、今後の空き家活用につなげるため、

情報発信方法について下記の取組を検討 

（イメージ） 

  ・物件のオープン化（地域への内覧や情報発信） 

  ・市の主催するモデルプロジェクト報告会（仮称）での発表 

  ・事業者による継続的な情報発信（完成後の利活用の状況も含め） 

  ・「活用事例集」の作成 ⇒ 参考事例は別添のとおり 



個別のモデル毎の制度・条件等 

【優良空家活用モデル事業】について 

 ○ 制度概要 

空家をまちづくりの資産ととらえた「優良な活用事例モデル」を構築し、広く

周知することを目的とする 

 

 

 

 

 

                   【活用事例の見える化】 

 ○ 活用する空家の指定 

   なし（提案事業者が確保） 

 

  

【サブリース方式を活用した空家活用モデル事業】について 

 ○ 制度概要 

サブリース方式（民間活用型）による空家活用モデルを構築し、広く周知する

ことで 

 ・「サブリース方式」の見える化と普及 

 ・空き家活用における「賃貸物件」の普及と「すぐに住める家」の確保 

 ・中間事業者の育成（不動産事業者育成）による不動産市場の流動化促進 

を進めることを目的とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【他市町における事例】 

    ○ 京都市の事例  

     市が保有する公営住宅を民間に貸し出し、民間がリノベーションを実施し

た上で子育て世帯に手ごろな価格で貸し出し 

     （制度）借上施設      公共施設  

サブリース実施者  民間事業者 

 

    ○ 高知県梼原町の事例 

     （制度）借上施設      民間の空家  

サブリース実施者  町役場 

 ○ 今回の事業のポイント 

  宮津市内においても、同種の事業（空家を取得しリノベーションの上賃貸住宅化）

を実施している事業者があり、民間での対応が可能なことから、サブリース事業

を「民間ベースで実施」することで、「サブリース方式の普及」と「事業者の育成」

を図り、今後の自走を促すもの 

 

 ○ 活用する空家の指定 

   市有物件を指定（宮津市万町 602 番地） 

  （貸し付け条件） 

    ・10 年間の賃借（定期借地契約） 

    ・賃料は市有財産の貸付基準に基づいて設定 

所
有
者 

利
用
者 

一括貸付 

家賃（低廉） 

貸 付 

家 賃 

中間事業者 



（参考）サブリース方式に係る空家活用モデル事業の指定物件について 

■ 所在地 

 宮津市万町 602 番地 

 

対象物件 

■ 物件の詳細情報 

 ○ 土地 117.53 ㎡ 

 ○ 建物 木造瓦・亜鉛メッキ鋼板葺 2階建 

      1 階：78.99 ㎡、2階：69.29 ㎡ 

















空家活用に向けた所有者と事業者のマッチング制度の検討について

制度概要
市場（空き家バンク含む）に「流通していない空家」や「借り手のつかない
空家等」の活用を図るため
○空家の所有者
○空家を活用した事業展開や地域の活性化等を行いたい事業者

をつなぐことにより、空家の利活用を進めるもの
対象となる物件イメージ
○優良物件（一軍物件） … 民間の不動産事業者対応
○老朽化物件（二軍物件） … 空き家バンク対応
○大規模な修繕等が必要（三軍物件）
片付け等が困難な現状有姿物件等 … 今回のマッチング対象物件

宮 津 市

空き家所有者 空き家活用事業者

相談
（空き家登録）

相談
（活用希望登録）

活用事業者の
情報提供

空き家の
情報提供

協議の場の設置（賃料、修繕等）

宅地建物取引業者
※協定締結 交渉・契約締結

協力 基本合意

制度イメージ





      



 「管理不全空家」
 の対応を付記

 「管理不全空家」に対する措置を追記
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 「管理不全空家」の認定基準を追記



空家空地対策計画の改正等に係る今後のスケジュール等について 

 

 「空き家等対策の推進に関する特別措置法の一部を改正する法律」が成立し、今後

6 か月以内に施行される予定であることから、今後、市の「空家空地対策計画」の改

正が必要となるもの。 

 一方、現時点では、国からガイドライン等が示されておらず、基準の内容や改正が

必要な範囲、スケジュール等は不明であるが、現時点で想定しているスケジュールは

以下のとおり。 

 

【現時点での想定イメージ】 

 ○ R05.06.07  空家特措法改正案の成立 

 

 ○ R05.夏頃   ガイドライン等の提示（国→地方公共団体） 

          ※ ガイドラインの提示があるか否かも含めて現時点では不明 

 

 ○ R05.夏～冬 管理不全空家の認定基準、市の実施する措置等の内容の検討 

 

 ○ R05.冬頃  空家特措法改正案の施行 

 

 ○ R06.01～  パブリックコメント等の実施 

 

 ○ R06.春頃  「空家空地対策の推進に関する条例」の改正議案の議会上程 

         「空家空地対策計画」の改正 

 

 ○ R06.春～  周知期間 

 

 ○ R06.夏頃  施行 

 

     

 上記の過程において、計画改正等の審議等を当協議会で実施していただくこととな

るため、今年度については、複数回の協議会開催を見込んでいるもの。 


